
はじめに1
　「行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律」（平成25年５月31日法

律第27号。以下、「番号法」という。）は、25年５月

24日に成立し、同月31日に公布された。

　番号法の施行が予定されている27年10月から、通

知カードによる番号の通知が開始され、28年１月か

ら番号の利用と個人番号カードの交付が開始され

る。これにより、税分野では申告書や法定調書等へ

の番号の記載が開始されることとなるが、実際には、

個人住民税については28年分の申告書・給与支払報

告書から番号が記載されることになるため、地方税

分野において番号の記載が開始されるのは、一般的

には29年初めごろとなることが見込まれる。

　本稿では、地方税分野における番号制度の利用場

面（図－１）について概括し、番号制度の導入によ

り地方自治体、特に市町村の個人住民税を担当する

部署において生じる業務の変化と、地方税法に規定

する守秘義務との関係や番号法政省令について触れ

ていくこととする。

　なお、文中において意見にあたる部分については

筆者の個人的見解であり、筆者の所属する組織のい

かなる考えも代表しないことをあらかじめお断りし

ておく。

番号を用いた地方税情報の管理2
（１）番号を用いた課税資料の名寄せ、管理

　番号制度の導入が地方税分野にもたらす効果とし

て、まず第一に挙げられるのは、各種の課税資料に

ついて、番号をキーとして名寄せ、突合を行うこと

で、納税者の所得情報をより的確かつ効率的に把握

することが可能となり、事務の効率化が進むことで

ある。

　個人住民税では、個人の所得を捕捉するため、給

与支払報告書や確定申告書等の課税資料について、

現在は氏名や住所などを用いて名寄せを行っている

ところであるが、結婚や転居等による氏名、住所の

変更や異体字が正確に記載されていないなど、シス

テムのみでは名寄せが完結しないことが多々あると

いう状況である。

　番号制度が導入されると、課税資料に唯一無二の

個人番号が記載されることになり、この個人番号を

用いた名寄せを行うことができるようになる。これ

により、名寄せが完結しない課税資料が大幅に削減

され、所得把握の適正化・効率化が期待される（図

－２）。

（２）法定調書の名寄せの精度向上
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　次に、番号制度導入による所得把握の精度向上の

具体例として、国税当局に提出される法定調書によ

る名寄せについて取り上げることとする。

　市町村においては、確定申告書に記載された所得

の確認等のため、国税当局に提出される法定調書を

入手している。平成25年度より、一部の法定調書（「利

子等の支払調書」「報酬、料金、契約金及び賞金の

支払調書」「配当、剰余金の分配及び基金利息の支

払調書」「給与所得の源泉徴収票」「公的年金等の源

泉徴収票」の５種類）については、eLTAXを通じ

て電子データによりすべての市町村に送付されてい

るが、法定調書には基本的に氏名・住所しか個人を

特定するための情報が記載されておらず、また、種

類によって提出時期が異なるため、転居、氏名の変

更などが起こり得ることなどから、名寄せに時間が

かかるだけでなく、名寄せできない法定調書も多く

発生しているのが現状である。

　番号制度導入後は、法定調書に番号が記載されて

国税当局に提出されるため、番号を用いた名寄せを

行うことで、より効率的かつ的確な所得把握が可能

になる（図－３）。

地方税分野での
情報提供ネットワークシステムの利用3

　地方税分野において、公平・公正な課税、納税者

の利便性向上等のため、情報提供ネットワークシス

テムを通じて社会保障分野や他の地方税当局から情

報を入手することを予定している。以下、個人住民

税の課税における情報提供ネットワークシステムの

利用例として想定している事項について述べる。

　個人住民税の課税において、扶養控除の申告があ

ると、まず被扶養者の居住している市町村を確認す

ることとなるが、この被扶養者が他の市町村に居住

している場合、給与支払報告書や公的年金等支払報
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告書のみでは被扶養者の住所までは特定できないた

め、現在の実務では、給与や年金の支払者が保有す

る扶養親族等申告書に記載されている内容を照会し

ている。また、被扶養者の居住している市町村に対

して、所得が扶養の要件を超えていないかどうか、

既に他の者に扶養されていないかどうかの確認を行

うことになるが、これは書面で実施されているため、

照会・回答のために時間を費やしている。

　番号制度導入により、給与支払報告書や公的年金

等支払報告書に被扶養者の氏名及び個人番号を記入

する欄を設ける予定であることから、地方税当局に

おいて、報告書に記載された氏名及び個人番号を住

民基本台帳ネットワークに照会することで、被扶養

者の居住市町村を正確かつ効率的に特定することが

できるようになる。また、情報提供ネットワークシ

ステムを通じて、被扶養者の所得情報・被扶養情報

の照会を行うことにより、電子的に回答が届くこと

になり、照会・回答にかかる時間が大幅に短縮され

ることが期待される（図－４）。

情報提供ネットワークシステムを
通じた地方税関係情報の提供4

（１）社会保障分野への所得情報の提供

　番号制度の導入により、地方税当局から国や他の

地方団体の社会保障担当部局等に対して、情報提供

ネットワークシステムを通じて地方税関係情報を提

供することを予定している。所得を給付等の判定要

件としている社会保障手続きにおいて、現在は、所

得情報等の地方税関係情報を法律の規定に基づき地

方団体の地方税当局から入手するか、または給付等

の申請者に対して課税証明書等の添付を求め、それ

によって把握している。

　番号制度導入後は、把握した所得情報を情報提供

ネットワークシステムを通じて提供することを予定
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しており、社会保障担当部局においては、原則、情

報提供ネットワークシステムを通じて所得情報を入

手することになる（図－５）。

　地方税当局から所得情報を入手していた社会保障

手続きにおいては、照会・回答にかかる時間が短縮

されることで事務の効率化が期待される。一方、給

付等の申請者に対し所得証明書等の添付を求めてい

た社会保障手続きにおいては、所得証明書等の添付

を省略することが可能となる。地方税当局において

も、照会のあった社会保障手続きごとに回答を作成

する必要がなくなるため、事務の効率化が期待され

るところである。

　なお、情報提供ネットワークシステムを利用した

情報連携は、国の機関同士等は平成29年１月から開

始されるが、国の機関等と地方公共団体の機関又は

地方公共団体の機関同士は、29年７月からの連携開

始が予定されているところである。

（２）地方税法に規定する守秘義務との関係

　地方税法第22条は、地方税に関する調査等に従事

する者がその事務に関して知り得た秘密を漏らした

場合に、通常の地方公務員法の守秘義務よりも重い

罰則を課しており、所得情報を始めとする地方税関

係情報の第三者への提供については、慎重に対応す

ることが求められている。そのため、情報提供ネッ

トワークシステムを通じた地方税関係情報の提供に

ついても、この地方税法に規定する守秘義務との関

係が問題となる。

　この点、情報提供ネットワークシステムを通じて

行われる所得情報の提供は、法律上規定された請求

に対し、法律上規定された提供義務（番号法第22条）

を履行するための正当な行為として許容されるもの

であり、守秘義務違反は成立しないと解釈している。

また、地方税法の守秘義務の趣旨にかんがみ、情報

提供の必要性が認められ、本人の権利利益に悪影響

番号法により所得情報等の提供を予定している事務図－５

月刊 　H27.１月 31

027　特集-市町村税課.indd   31027　特集-市町村税課.indd   31 2014/12/18   14:11:262014/12/18   14:11:26



総務省自治税務局市町村税課／地方税分野における番号の利用場面について

特集◆番号制度に向けた準備

を与えない以下のいずれかに該当する場合に限り番

号法別表第二に規定している。

ａ） 利用事務の根拠法律において、本人が行政機関

に対して報告を行う義務が規定されており、本

人にとってはその行政機関に情報が伝わること

は秘密として保護される位置づけにないと解さ

れる場合

ｂ） 利用事務が申請に基づく事務であり本人の同意

により秘密性が解除される場合

　具体的に提供が可能な特定個人情報の項目につい

ては、番号法別表の主務省令において規定していく

こととなるが、地方税法上の守秘義務の趣旨を踏ま

え、事務のために必要最低限の項目に限定するとと

もに、本人の同意を得るべき事務についても法令で

規定される予定である。

番号法政省令について5
　「行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律施行令」（番号法施行令）

が平成26年３月31日に、「行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する法律施

行規則」（番号法施行規則）が26年７月４日に、そ

れぞれ公布された。

　本人確認について、本人から個人番号の提供を受

ける場合には、①個人番号確認及び②身元（実存）

確認が必要であり、本人から個人番号カードの提示

があれば両方を確認できるが、そうでない場合は、

通知カード（個人番号確認）と運転免許証等（身元

確認）、個人番号の記載された住民票の写し等（個

人番号確認）と運転免許証等（身元確認）によるこ

ととしている。さらに、通知カードや個人番号の記

載された住民票の写し等で個人番号確認が困難であ

ると認められる場合は、地方公共団体情報システム

機構への確認、住民基本台帳での確認、過去に本人

確認した上で特定個人情報ファイルを作成している

ときには当該特定個人情報ファイルでの確認等の方

法により、個人番号確認をすることとしている。ま

た、運転免許証等により身元確認を行うことが困難

であると認められる場合は、租税に関する事務の処

理に限り、公的医療保険の被保険者証、年金手帳等

のいずれか一つで身元確認をしてもよいとしてい

る。

　本人の代理人から個人番号の提供を受ける場合に

は、①代理権の確認、②代理人の身元（実存）確認、

及び③本人の個人番号確認が必要であるとしている。

「社会保障・税番号制度」のホームページでは、対面・

郵送、オンライン等による本人確認の具体的方法や、

本人確認に関するFAQを掲載しているので、参照

されたい。

　その他、地方税法等の規定により提供される特定

個人情報の安全を確保するための措置は、提供を受

ける者の名称、提供の日時、特定個人情報の項目等

を記録すること等の措置とすることや、情報提供等

記録の保存期間は７年とすること等も規定してい

る。

　26年９月10日には、「行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関する法律別表

第一の主務省令で定める事務を定める命令」（番号

法別表第一主務省令）が公布された。その中で、地

方税法、地方法人特別税等に関する暫定措置法に関

する手続きにおいて個人番号を利用できるよう、規

定している。

おわりに6
　ここまで、地方税分野における番号の利用場面や、

地方税法に規定する守秘義務との関係、番号法政省

令について触れてきた。各地方団体におかれては、

番号を利用することで、税務当局において事務が効

率化するのみにとどまらず、ひいては公平・公正な

課税につながるという番号制度導入の趣旨にかんが

み、ぜひとも前向きにとらえて、所要の準備に取り

組んでいただければ幸いである。
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